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第11章 準備書についての意見と事業者の見解 

11.1 準備書についての一般の意見の概要及び事業者の見解 

11.1.1 準備書の公告及び縦覧 

1. 準備書の公告及び縦覧 

「環境影響評価法」第 16 条の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を求めるため、環

境影響評価準備書（以下「準備書」という。）を作成した旨及びその他事項を公告し、準備書及

びその要約書を公告の日から起算して 1 か月間縦覧に供するとともに、インターネット利用に

より公表した。 

 

(1)公告の日 

令和元年 6 月 14 日（金） 

(2)公告等の方法 

①日刊新聞紙による公告 

下記日刊紙に「公告」を掲載した。 

・令和元年 6 月 14 日（金）付 福島民友新聞社、福島民報社の全県版 

※令和元年 7 月 11 日（木）～7 月 12 日（金）に開催する説明会についての公告を含む。 

②地方公共団体の広報誌によるお知らせ 

下記広報誌に「お知らせ」を掲載した。 

・広報かつらお 7 月号（令和元年 7 月 1 日（月）発行） 

・広報なみえ 7 月号（令和元年 7 月 1 日（月）発行） 

③インターネットによる公表 

令和元年 6 月 14 日（金）から、下記のホームページに公表した。 

・福島県のホームページ 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/eia-zisshianken/eia-anken-law-24.html 

・葛尾風力株式会社のホームページ 

http://jwe.co.jp/katsurao 

(3)縦覧場所 

関係自治体庁舎の計 4 箇所において縦覧を行った。また、インターネットの利用により縦覧を

行った。 

①関係自治体庁舎での縦覧 

•福島県庁生活環境部環境共生課 

福島県福島市杉妻町 2-16 

・葛尾村役場 

福島県双葉郡葛尾村大字落合字落合 16 

・浪江町役場産業振興課 

福島県双葉郡浪江町大字幾世橋字六反田 7-2 

・恵下越集会所 

福島県田村郡三春町恵下越 
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②インターネットの利用による公表 

・葛尾風力株式会社のホームページにおいて、準備書及び要約書を公表した。 

(4)縦覧期間 

・縦覧期間：令和元年 6 月 14 日（金）から令和元年 7 月 16 日（火）まで 

（土・日曜日、祝日を除く。） 

・縦覧時間：午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

なお、インターネットの利用による縦覧については、上記の期間、終日アクセス可能な状態と

した。 

(5)縦覧者数 

関係自治体庁舎での縦覧場所における縦覧者数は 3 名であった。 
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2. 準備書についての説明会の開催 

「環境影響評価法」第 17 条の規定に基づき、準備書の記載事項を周知するための説明会を開催

した。 

 

(1)公告の日及び公告方法 

説明会の開催公告は、準備書の縦覧等に関する公告と同時に行った。 

(2)開催日時、開催場所及び来場者数 

説明会の開催日時、開催場所及び来場者数は以下のとおりである。 

①浪江町役場 2階中会議室 

（福島県双葉郡浪江町大字幾世橋字六反田 7-2） 

日時：令和元年 7 月 11 日（木）14 時～15 時 

来場者数：1 名 

②葛尾村役場 2階視聴覚室 

（福島県郡山市虎丸町 7-7） 

日時：令和元年 7 月 12 日（金）14 時～15 時 

来場者数：1 名 

 

※縦覧期間前であるが、葛尾村の避難住民を対象とした説明会を以下のとおり実施した。 

③恵下越集会所 

（福島県田村郡三春町恵下越） 

日時：令和元年 6 月 9 日（日）14 時～15 時 

来場者数：25 名 
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3. 準備書についての意見の把握 

「環境影響評価法」第 8 条の規定に基づき、環境の保全の見地から意見を有する者の意見の提出

を受け付けた。 

 

(1)意見書の提出期間 

令和元年 6 月 14 日（金）から令和元年 7 月 30 日（火）まで 

（郵送の受付は当日消印まで有効とした。） 

(2)意見書の提出方法 

環境保全の見地からの意見について、以下の方法により受け付けた。 

①  縦覧場所に設置した意見書箱への投函 

②  葛尾風力株式会社への書面の郵送 

 

(3)意見書の提出状況 

意見書の提出は 2 通、意見総数は、13 件であった。 
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11.1.2 準備書についての一般の意見の概要及び事業者の見解 

「環境影響評価法」第 18 条の規定に基づく準備書について受け付けた意見書は、2 通、意見は 13

件であった。それに対する事業者の見解は表 11.1-1 のとおりである。 

 

表 11.1-1(1) 準備書について提出された意見の概要と事業者の見解 

＜動物、その他＞ 

神奈川県川崎市在住 A 氏  

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 ■1.本事業者（葛尾風力株式会社）及び委託先で

ある「日本気象協会」が、「風速とコウモリの活

動量の相関」を科学的に調査し、コウモリ類の保

全措置として、カットイン風速（風力発電機が発

電を開始する風速）を高く設定したことは評価さ

れる。しかし、肝心の保全措置（風速）の閾値が

主観的であり「適切」とは言い難い。よって、以

下の指摘を踏まえ、「コウモリ類の保全措置」を

再検討して頂きたい。 

評価いただき誠にありがとうございます。今後

もコウモリ類への影響が低減できるよう努めて

参ります。 

2 ■2.本事業で採用する風力発電機は、カットイン

風速（風力発電機が発電を開始する風速）以下で

あってもブレードは回転するのか？ 

風車を強制的に停止状態にしていない状況下

では、微風であっても回転(遊転)いたします。た

だし、No.4 でご質問いただいたように、微風時に

も極力回転しないよう措置を講じてまいる予定

です。 

3 ■3.本事業で採用する風力発電機は、弱風時にフ

ェザリング（風力発電機のブレードを風に対して

並行にし回転を止めること）を実行できるのか？ 

実行可能です。 

4 ■4.仮に、「カットイン風速以下の弱風時」にお

いて、「ブレードが（発電せずに）回転する」場

合、「カットイン風速(3.5m/s)以下」であっても

バットストライクが発生する危険性がある。よっ

て、弱風時にフェザリング（風力発電機のブレー

ドを風に対して並行にし回転を止めること）を実

施すること。 

コウモリ類への影響低減をはかるため、微風時

にも極力回転しないような措置を講じる予定で

す。 

5 ■5.コウモリ類の保全措置として、「カットイン

風速（3.5m/s）以下」のフェザリングだけでは足

りない。なぜなら事業者の調査結果（P548）によ

ると、「半数近くのコウモリ」は風速 3.5m/s 以上

でも活動しているからだ。よって、コウモリの保

全措置として、『気温 10 度以上かつ、降雨量 0ml

の夜間』、AN1 付近は 4m/s 以下、AN2 付近及び未

調査のエリアは 7m/s 以下でフェザリング（風力

発電機のブレードを風に対して並行にし回転を

止めること）を行うこと。 

今回、衝突リスクの低減策として、カットイン

風速を 3.5m/s に設定しました。尾根部で得られ

たデータを参照すると、7 割以上の通過に対して

衝突リスクの低減効果があると考えます。ただ、

実際のところ、どの程度効果があるのかは実証例

がなく不明点も多いと考えております。設置後、

事後調査を適切に実施し、影響の程度を把握して

まいります。 

6 ■6.「3.5m/s」とした科学的根拠を述べよ 

事業者は、コウモリ類の保全措置として「カット

イン風速を 3.5m/s に設定する」という。 

つまり、本事業においてコウモリ類の保全措置の

閾値（コウモリ類保全にとって最も重要な論点）

は「3.5m/s」ということだが、事業者が閾値を

「3.5m/s」と決定した科学的根拠を述べないかぎ

り、それは事業者の「主観」に過ぎない。 

コウモリ類の保全措置の閾値は、事業者が恣意的

（主観的）に決めるべきではない。なぜなら、仮

に保全措置を「主観で決めることが可能」、とす

れば、アセス手続きにおいて科学的な調査や予測

など一切行う必要がないからだ。 

   



 

11.1-6 

 (1057) 

 

7 ■7.「3.5m/s」とした科学的根拠を述べよ 2 

事業者は、コウモリ類の保全措置としてカットイ

ン風速を 3.5m/s に設定するという。 

だが、本準備書の解析結果によると、対象事業実

施区域のコウモリ類は「3.5m/s よりも速い風速」

で活動している(AN1 付近は 4m/s 以下、AN2 付近

は 7m/s 以下）。 

仮に事業者が「適切な保全措置」を実施するなら

ば、科学的根拠、つまり「音声モニタリング調査

の結果」を踏まえ、専門家との協議により「保全

措置の閾値」を決めるべきではないのか。 

有識者の助言や、風力発電機を設置する尾根部

での観測結果（地点 AN1）などを踏まえ、カット

イン風速を 3.5m/s として設定しました。実際の

ところ、どの程度効果があるのかは実証例がなく

不明点も多いと考えております。設置後、事後調

査を適切に実施し、影響の程度を把握してまいり

ます。 

8 ■8.コウモリ類の事後調査について 

コウモリの事後調査は、「コウモリの活動量」、「気

象条件」、「死亡数」を調べること。コウモリの活

動量と気象条件は、死亡の原因を分析する上で必

須である。「コウモリの活動量」を調べるため、

ナセルに自動録音バットディテクターを設置し、

日没 1 時間前から日の出 1 時間後まで毎日自動

録音を行い、同時に風速と天候も記録すること。 

事後調査としては、準備書に記載したとおり、

死骸調査を実施いたします。その結果や有識者の

助言を踏まえ、さらなる調査等が必要となれば、

ご指摘にある調査も含め、実施を検討し、影響低

減に資するよう取り組んでまいります。 

9 ■9.コウモリ類の死骸探索調査について 

コウモリ類の死骸は小さいため、カラスや中型哺

乳類などにより持ち去られて短時間で消失して

しまう。コウモリについては最低でも月 4 回以上

の死骸探索を行うべきだ。月 2 回程度の頻度で

は、コウモリの事後調査として不適切である。 

死骸調査の実施頻度について、コウモリ類が活

発に活動する時期に関しては月 4回程度の実施を

検討します。 

10 ■10.コウモリ類の死骸探索調査について 2 

前述の意見について事業者は「生物調査員による

事後調査は月に 2 回とし、あと 2 回は定期点検の

ついでにおこなう」と回答するかもしれないが 、

定期点検をする者と生物調査員とではコウモリ

類の死骸発見率が全く異なることが予想される。

「コウモリ類の死骸消失率」、「定期点検者と生物

調査員、それぞれのコウモリ類の死骸発見率」を

調べた上で、「適切な調査頻度を客観的に示す」

こと。 

定期点検時にも確認作業を行うことで確認頻

度を高められるようにいたします。死骸調査は基

本的には調査員が実施する想定で考えておりま

す。 

11 ■11.コウモリ類の死骸探索調査は有資格者が実

施すること 

コウモリ類の体は非常に小さく、地面に落ちた死

骸は、そう簡単には見つけられない 。コウモリ

類の死骸探索は、観察力と集中力が必要とされる

専門的な調査であり、十分な経験を積んだプロフ

ェッショナル（生物調査員）が実施するべきであ

る。よって、コウモリ類の死骸探索調査について

は、「すべて」生物分類技能検定 1 級（哺乳・爬

虫・両生類専門分野）等の有資格者が実施し、「透

明性」を確保すること。 

死骸調査については実績のある調査員が実施

する想定で考えております。 

12 ■12.意見は要約しないこと 

意見書の内容は、貴社側の判断で要約しないこ

と。要約することで貴社の作為が入る恐れがあ

る。   事業者見解には、意見書を全文公開する

こと。 

意見の内容は要約せず、全文公開いたします。 
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表 11.1-1(2) 準備書について提出された意見の概要と事業者の見解 

＜放射線、その他＞ 

福島県福島市在住 B 氏 

No. 意見の概要 事業者の見解 

13 福島第一原子力発電所事故による「帰還困難区

域」内に計画された本事業地は、高濃度の放射能

汚染地帯であることが、放射性物質の飛散、拡散

が最大の課題であります。現地調査より得られた

線量率（5.15µSV/h～8.89µSV/h）から推測する土

壌 中 の 放 射 性 物 質 濃 度 （ Cs134+Cs137 ） も

15,000Bq/kg～27,000Bq/kg と極めて高い汚染レ

ベルであり、季節性を考慮した予測と具体的な対

策が不可欠でありますが、準備書における予測や

対策は総花的であり、且つ、採用した気象データ

や想定数値（風速・雨量）は過小と言わざるを得

ません。加えて、このような高線量地域での作業

においては、「電離放射線障害防止規則」により、

作業員の被曝線量が規定されていることから、作

業日数や作業時間に制約を受けることとなりま

すが、通行車両等の想定台数に反映されているこ

とを示す根拠やデータがありません。さらに、こ

れらの大型車両（重量物輸送）による、道路の損

傷も懸念されます。今後、評価書策定に当たって

は、現実的な予測と検証に基づく実行性のある対

策を示すよう求めます。 

また、各種専門家の意見については、事業に対

し、概ね肯定的な内容となっておりますが、恣意

的選出になっていないか等の客観性を担保する

必要があるのではないでしょうか。調査データや

写真等の基礎的な資料は提供いただくべきでは

ないでしょうか。 

最後に風車予定箇所には国有保安林が含まれ

て    おります。国有保安林は災害の防止や水源

涵養を最優先すべき林地であり、近年頻発するス

ーパー台風等の豪雨災害防止の観点からも保全

することを強く求めます。 

放射線関連の調査、予測及び評価については、

「環境影響評価技術ガイド（放射性物質）」（環境

省、平成 27 年）に記載の手法に基づいて、実施

しております。ご指摘のとおり、本計画における

射性物質の飛散、拡散については、特に留意すべ

き事項との認識ですので、空間線量、放射性物質

濃度を現状より上昇させないという観点で、関係

機関と十分に協議しながら、適切に環境保全措置

を実施いたします。また、ご指摘のとおり「電離

放射線障害防止規則」により、作業員の被爆線量

が規定されていることから、作業員の線量を測

定・記録し、被ばく線量の管理をしっかりと行う

とともに、詳細な設計による予測を実施いたしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

ヒアリングを実施させていただいた専門家の

方々は、当該地における各分野を代表する専門家

であり、恣意的な選出はしておりません。 

 

 

 

改変を想定している国有保安林は水源涵養保

安林ですが、水源涵養機能を損なわないよう、関

係機関と十分に協議をしながら、改変は最小限と

なるよう努めます。 
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11.2 準備書についての県知事意見及び事業者の見解 

準備書に対する福島県知事意見と事業者の見解は表 11.2-1 のとおりである。 

 

表 11.2-1 準備書について提出された意見の概要と事業者の見解 
福島県知事の意見 事業者の見解 

１ 総括的事項 

(1)本事業計画は、双葉郡浪江町及び葛尾村の行

政界付近の稜線上において大規模な風力発電所を建

設するものであるが、対象事業実施区域及びその周

辺は水源かん養保安林が分布するなど豊かな自然環

境を有する地域であることから、最新の環境対策や

施工方法等を積極的に採用することにより、事業の

実施による環境への影響を最大限低減すること。 

また、風力発電機等を長期間に渡り稼働させる計

画であることから、稼働中は適切な運転管理及び設

備更新等を行い、経年劣化による不具合等により周

辺環境への影響の増加が生じないようにすること。 

最新の環境対策や施工方法等を積極的に採用するこ

とにより、事業の実施による環境への影響を最大限

低減してまいります。 

また、経年劣化による不具合等により周辺環境への

影響の増加が生じないよう、供用中は適切な運転管

理及び設備更新等を行ってまいります。 

 

(2)今後、事業内容を変更する必要が生じ、当該変

更が既存の環境影響評価結果に影響を与える可能性

がある場合には、当該変更内容に係る調査、予測及

び評価を実施した上で適切な環境保全措置を講じる

こと。 

準備書時から一部事業計画が変更となりましたので

、評価書において最新の事業計画に沿って、予測・

評価を実施した上で、環境保全措置を検討しました

。 

(3)事業の実施に当たっては地元住民の理解が不

可欠であることから、住民に対し事業による環境へ

の影響を積極的かつ分かり易く説明して十分な理解

を得るとともに、住民からの意見や要望に対して誠

意を持って対応すること。特に、対象事業実施区域

及びその周辺は現在も原子力災害対策特別措置法に

基づく帰還困難区域であり住民が居住していないこ

とから、地元自治体を含む関係機関等と協議及び調

整の上、避難中の住民に対しても十分に説明や意見

聴取を行うこと。 

また、工事施工業者等に対する指導・監督を徹底

した上で環境影響評価準備書（以下、「準備書」とい

う。）に記載している環境保全措置を確実に実施し、

その経過や結果を事業者のホームページにおいて公

表するなど、積極的な情報公開に努めること。なお、

環境影響評価図書の縦覧期間終了後もインターネッ

トによる縦覧を可能にするなど、事業の周知徹底を

図り、住民の利便性向上に努めること。 

引き続き、住民に対し事業による環境への影響を積

極的かつ分かり易く説明して十分な理解を得るとと

もに、住民からの意見や要望に対して誠意を持って

対応してまいります。また、準備書時に避難中の住

民を対象とした説明会を実施していますが、今後も

必要に応じて、地元自治体を含む関係機関等と協議

及び調整の上、避難中の住民に対しても説明や意見

聴取を実施してまいります。 

環境影響評価準備書に記載した環境保全措置につい

ては、工事施工業者等に対する指導・監督を徹底し

た上で確実に実施し、住民の方の利便性を考慮した

最適な情報公開の方法を検討してまいります。 

(4)適切な環境保全措置の実施に当たっては、固定

価格買取制度（FIT）による事業収益が生じなくとも

適正に対応する必要があること。また、本事業計画

が福島県の自然環境を改変して実施されることを十

分に認識した上で、環境保全措置を含む事業内容が

健全に持続可能なものとなるように企画し、計画施

設の稼働中に発電した電気エネルギーが有効かつ効

果的に利用されるよう、事業者において自主的に検

討することが望まれる。 

適切な環境保全措置の実施に当たっては、事業収益

が生じなくとも適正に対応してまいります。また、

環境保全措置を含む事業内容が健全に持続可能なも

のとなるように企画します。発電した電気エネルギ

ーは東京電力に売電し、適切に利用されます。 

２ 騒音、振動及び低周波音について 

(1)風力発電機の稼働に伴う騒音の評価結果及び

隣接する（仮称）阿武隈風力発電事業との累積的影

響に係る評価結果が、「風力発電施設から発生する騒

音に関する指針（平成２９年、環境省）」に示される

指針値を上回っていることから、準備書に記載され

ている環境保全措置及び事後調査を確実に実施する

こと。 

準備書に記載した環境保全措置及び事後調査を確実

に実施してまいります。 
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(2)騒音、振動及び低周波音の感じ方には個人差が

あり、風力発電機の立地環境や住宅の状況も異なる

ことから、事業の実施に当たり周辺住民の生活環境

への影響が明らかとなった場合には、速やかに原因

を究明し、必要に応じて追加的な環境保全措置を講

じること。 

事業の実施に当たり、騒音、振動及び低周波音等に

よる周辺住民の生活環境への影響が明らかとなった

場合には、速やかに原因を究明し、必要に応じて追

加的な環境保全措置を講じてまいります。 

 

(3)工事関係車両の走行経路が、他の風力発電事業

における走行経路と重複していることから、車両の

走行台数や走行時間帯などの運行管理を徹底し、周

辺環境への影響を低減すること。 

他事業と工事期間が重なる場合は、車両の走行台数

や走行時間帯などの運行管理を徹底し、周辺環境へ

の影響を低減に努めます。 

 

３ 地形・地盤について 

風力発電機等の設置に当たっては、樹木の伐採や

土地の改変を最小限に留めるとともに、十分な調査

等により地盤の状況を確認し、軟弱な地盤、断層の

分布範囲等を避けて工事を実施し、土砂災害が生じ

ないようにすること。 

なお、対象事業実施区域には土石流危険渓流（野

行沢、野行川）が含まれるため、土砂流出防止対策や

斜面の安定対策等を検討すること。 

風力発電機等の設置に当たっては、樹木の伐採や土

地の改変を最小限に留めるとともに、土砂災害が生

じないよう、十分な調査等により地盤の状況を確認

してまいります。 

なお、土砂流出防止対策や斜面の安定対策等につい

ても十分に検討してまいります。 

 

４ 水環境について 

(1)対象事業実施区域及びその周辺は広く水源か

ん養保安林が分布しており、葛尾村及び浪江町の水

道事業には地下水が利用されていることから、準備

書に記載されている環境保全措置を確実に実施し、

地下水の水質・水量への影響を最大限低減すること。 

準備書に記載した環境保全措置を確実に実施し、水

環境への影響を最大限低減いたします。 

 

(2)濁水流出防止のための沈砂池については、近年

の気象状況をふまえ、過去に例を見ない集中豪雨の

場合でも十分に対応可能な容量を確保すること。 

沈砂池については、集中豪雨等にも十分に対応可能

な容量を確保できるよう努めますが、沈砂池の容量

を超える場合には、U 字側溝を通して上澄みを排水

し、しがら柵（土砂を堰き止めるための網目状の柵

）やふとんかごにより流速を抑えた上で拡散して自

然放流させる予定です。 

 

５ 風車の影について 

浪江町の住宅において、風車（風力発電機）の影が

参考指針値を上回る結果であることから、事業の実

施に当たり、住民の生活環境への影響がないよう、

風車の位置や高さを見直すことも含め、適切な環境

保全措置を講じること。 

評価書において、再度予測した結果、指針値を超過

する住宅は存在しませんでしたが、環境保全措置に

ついては、適切に実施してまいります。 

６ 動植物・生態系について 

(1)対象事業実施区域及びその周辺は自然豊かな

山林であり、希少な動植物の生息及び繁殖が確認さ

れていることから、森林の伐採や改変の際は動物の

繁殖時期を考慮した施工計画とすることや工事車両

による動物の轢死を防止するための配慮など、現地

調査の結果を事業計画に反映した上で、準備書に記

載された環境保全措置を確実に実施し、動植物・生

態系への影響を最大限低減すること。 

現地調査の結果を可能な限り事業計画に反映いたし

ました。例えば、移動能力の低い両生類や昆虫類の

重要な種について直接改変による影響を回避しまし

た。植物についても重要な種に関して直接改変を避

けるよう計画いたしました。近隣で営巣が確認され

ていたノスリについては営巣地から風力発電機位置

まで十分離隔を取り、繁殖への影響の回避を図りま

した。また、工事車両による動物の轢死を防止する

ため、「工事用道路を工事関係車両が通行する際に

は、十分に減速し、動物が接触する事故を未然に防

止する」という環境保全措置を講じることといたし

ました。 

上記のほか、準備書に記載した環境保線措置につい

ては確実に実施し、動植物、生態系への影響を最大

限低減いたします。 

(2)対象事業実施区域においてノスリ等の希少な

猛禽類やコウモリ類等の生息が確認されていること

から、それらの風力発電機への衝突を防止するため、

カットイン風速を変更できる風力発電機の導入、風

力発電機のブレードの視認性を高める塗装やマーキ

ング、風力発電機ナセルへのコウモリ類が忌避する

ノスリを含む希少猛禽類やコウモリ類への影響を低

減できるよう環境保全措置について改めて検討し、

その内容を評価書に記載しました。 
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超音波発生装置の設置、採餌のために風力発電機の

敷地に接近することを抑制する効果のある木質チッ

プや砂利の敷き撒き等の対策について検討を追加

し、その結果を環境影響評価書（以下、「評価書」と

いう。）に記載すること。 

(3)対象事業実施区域周辺の河川にはエゾウグイ

やカワシンジュガイ等の重要な水生生物が生息して

いることから、事業の実施により濁水が河川へ流入

し、水生生物の生息環境が悪化することのないよう

に対策を講じること。 

水生生物の生息環境が悪化することのないよう、改

変部分では必要に応じて土堤や素堀側溝を設置する

ことにより濁水流出を防止する対策を講じます。 

 

(4)土地の改変に伴い、改変箇所の裸地化等により

侵略的な外来植物種の生育域が拡大し、周囲の植生

等に影響を及ぼすおそれがあることから、土地改変

の区域及びその周辺における外来植物種の生育状況

を把握するとともに、その生育範囲が拡大しないよ

う施工計画を検討すること。なお、伐採跡地の植栽

に当たっては、周辺の生態系に影響を与えないよう

在来植物種の採用を優先して検討すること。 

侵略性の高い特定外来生物（植物）が優先する群落

は、対象事業実施区域内には分布していませんでし

た。なお、工事中には侵略性の高い特定外来生物（

植物）が蔓延らないよう留意しながら事業を実施い

たします。 

 

７ 廃棄物等について 

(1)工事に伴い発生する伐採木を対象事業実施区

域内で再利用する場合は、具体的な利用方法（発電

所内での利用方法、利用量等）を可能な限り明確に

して評価書に記載すること。なお、廃棄物の再利用

については、現場において必要と認められる用途に

限ること。 

工事に伴い発生する伐採木の具体的な利用方法を可

能な限り明確にして評価書に記載しました。なお、

廃棄物の再利用については、現場において必要と認

められる用途のみとします。 

(2)工事に伴い発生する廃棄物中の放射性物質濃

度が 8,000Bq/kg を超えた場合及び工事計画の変更

等により対象事業実施区域外に伐採木や残土を搬出

する場合の具体的な処理計画の内容を評価書に記載

すること。 

工事に伴い発生する廃棄物については、基本的に対

象事業実施区域外へ搬出しない予定ですが、伐採木

の放射性物質濃度が8,000Bq/kgを超えた場合は指定

廃棄物として申請する予定ですので、この内容につ

いて評価書に記載しました。 

 

(3)廃棄物等の一時的な保管に当たっては、定めら

れた場所及び条件による保管を徹底し、降雨に伴う

濁水が流出しないよう沈砂池への導水等を適切に実

施すること。また、風力発電所稼働中の異常気象等

により、放射性物質により汚染された廃棄物等が流

出しないよう、その対策を評価書に記載すること。 

廃棄物等の一時的な保管に当たっては、定められた

場所及び条件による保管を徹底いたします。また、

放射性物質により汚染された廃棄物等が流出しない

よう、その対策を評価書に記載しました。 

 

８ 放射線の量について 

(1)平成２９年に実施された現地調査の結果、空間

線量率は最大で 8.89μSv/時、土壌中の放射性物質

濃度は最大で146,000Bq/kgが計測されたことから、

対象事業実施区域には多量の放射性物質が残存して

いる状況が判明した。 

このことから、事業の実施により対象事業実施区

域の周辺に放射性物質が拡散、流出することが懸念

されるため、準備書や「環境影響評価技術ガイド（

放射性物質）」（平成２７年、環境省）に記載されて

いる環境保全措置を適切に組み合わせた上で確実に

実施すること。 

なお、放射性物質は 降雨等により環境中を移動す

ることや 放射能が減少していくこと等を踏まえ、工

事の実施に当たり、 改めて全ての風力発電機設置予

定地点及び発電所工事用道路上を含む周辺の空間線

量率を面的に測定し、その結果に応じて土壌中の放

射性物質濃度を測定する等、現地の状況を的確に把

握すること。 

「環境影響評価技術ガイド（放射性物質）」（平成27

年、環境省）も参考にしながら、準備書に記載した

環境保全措置を確実に実施してまいります。 

また、工事の実施にあたっては、改めて全ての風力

発電機設置予定地点及び発電所工事用道路上を含む

周辺の空間線量率を面的に測定し、その結果に応じ

て土壌中の放射性物質濃度を測定する地点を選定す

る等、現地の状況を的確に把握してまいります。 
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(2)土地の造成の際、放射性物質濃度の高い表層土

壌を盛土の下層部に移動させ、上部は放射性物質濃

度の低い土壌で覆土するとしているが、標高差が大

きい稜線付近において当該方法が有効かつ現実的で

あるか不明である。このため事業の実施に当たって

は、関係機関との協議や「除染関係ガイドライン（平

成２５年、環境省）」等を参考にして当該方法の効果

の有無や実現性を確認すること。 

関係機関との協議や「除染関係ガイドライン（平成

２５年、環境省）」等を参考に、当該手法の効果の

有無や実現性を改めて確認いたします。 

(3)工事用車両のタイヤ等に付着した放射性物質

を含む土砂の拡散を防止するためにタイヤを洗浄す

るとしているが、その排水及び排水処理により発生

する土砂等の処理方法が不明であることから、具体

的な方法を評価書に記載すること。 

タイヤ洗浄に伴い発生する排水及び排水処理により

発生する土砂の処理方法について、具体的な方法を

評価書に記載しました。 

９ その他 

(1)風力発電施設を導入することによる温室効果

ガスの削減効果を評価書に記載すること。なお、記

載に当たっては、火力発電施設との比較のほか、風

力発電施設の工事に伴う森林伐採による貯留炭素の

排出量換算値及び消失した森林の風力発電事業稼働

年数に係る温室効果ガス吸収予定量も考慮するこ

と。 

風力発電施設を導入することによる温室効果ガスの

削減効果を評価書に記載しました。 

 

(2)資材の運搬等に当たり、対象事業実施区域及び

その周辺の道路における交通安全対策を十分に検討

すること。 

資材の運搬等にあたり、対象事業実施区域及びその

周辺の道路における交通安全対策を十分に検討して

まいります。 

(3)近年、落雷や強風等による風力発電機の破損事

故の報告事例が増えていることから、発電所稼働中

の維持・安全管理、事業中断を含む廃止、計画事業期

間満了後の事業更新、環境回復措置等についてあら

かじめ十分に検討し、その結果を評価書に具体的に

記載すること。 

ご指摘の内容について、あらかじめ十分に検討し、

その結果を評価書に具体的に記載しました。 

(4)事業の実施に当たり、対象事業実施区域及びそ

の周辺の農林漁業等に影響を及ぼすことがないよ

う、事業計画を十分に検討すること。 

対象事業実施区域及びその周辺の農林漁業等に影響

を及ぼすことがないよう、事業計画を策定しました

。 

(5)本事業計画の推進に当たっては、本意見の内容

を尊重するとともに、必要に応じて関係機関と協議

すること。 

本事業計画の推進に当たっては、本意見の内容を尊

重するとともに、必要に応じて関係機関と協議いた

します。なお、1.(4)及び9.(2)については、環境影

響評価とは直接的に関係する内容ではないため、評

価書への記載はしておりませんが、適切に対応して

まいります。 
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